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総務委員会会議録 

平成２２年 ７月 ２日（金） 

（開 会）１０：００ 

（閉 会）１１：２４ 

 

○委員長 

 ただ今から総務委員会を開会いたします。 

「議案第６７号 飯塚市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び飯塚市職員の育児休業等

に関する条例の一部を改正する条例」を議題といたします。執行部の補足説明を求めます。 

○人事課長 

議案第６７号について、補足説明をいたします。 
議案書の５ページをご覧ください。 
本案につきましては、地方公務員の育児休業等に関する法律の一部が平成２２年６月３０

日付けで改正されることに伴い、関係条例を整備しようとするものでございます。 
具体的には２つの条例を改正するものでございますが、１つは「飯塚市職員の勤務時間、

休暇等に関する条例」でございます。新たに「３歳に満たない子のある職員がその子を養育

するために請求した場合、原則として時間外勤務をさせてはならない。」と規定するものでご

ざいます。 
また、2 つ目は「飯塚市職員の育児休業等に関する条例」でございますが、配偶者が地方公

務員の育児休業法により育児休業を取得中の職員については、改正前は育児休業等ができま

せんでしたが、育児休業、育児短時間勤務及び部分休業が取得できるように改正されたこと

及び子の出生の日から５７日間以内に育児休業した後も再度の育児休業ができるよう改正さ

れましたことから条文を整備し、併せてその規定を適用する職員の範囲について、同法第２

条において非常勤職員及び臨時に任用される職員について適用を除外する規定が置かれてお

りますことから、法の規定と重複する条例の規定を削除するものでございます。 
それぞれの条例改正箇所につきましては、議案書９ページ以降に新旧対照表を掲載しており

ます。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

○川上委員 

 日本共産党の川上です。今回の条例改正ではいま補足説明もありましたけど、３点改善が行

われているとのことであります。そこでその対象になる方についてなんですが、改めてお尋ね

しますけど、非常勤職員、臨時職員については対象となるのかどうか、お尋ねをします。 

○人事課長 

 先ほどご説明いたしましたように、地方公務員の育児休業法の第２条におきまして適用が除

外されておりますので、ただいまご指摘のございました非常勤職員、臨時職員につきましては

この適用はございません。 

○川上委員 

 本市ではこの対象となる職員は何人で、対象とならない非常勤臨時職員は何人おられるか、

お尋ねします。 

○人事課長 

 まずは対象となる職員でございますけれども、定数内職員ということでございますので、約

１,０００名の職員がその対象になるということでございます。それ以外の職員、いま申し上げ

ました嘱託職員、臨時職員については対象となりません。 

○川上委員 
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 対象人数は約１,０００人と言われたんですが、正確に分からないですか。それから対象とな

らない職員の人数は答弁がなかったんですけれども、分かりませんか。 

○人事課長 

 対象とならない非常勤嘱託職員につきましては２００名程度、それから臨時職員につきまし

ては毎月変動がございますが、現在３００名程度在職をしているというのが、概数でございま

すけれども状況でございます。 

○川上委員 

 そのうち３００人の臨時の方ですね、臨時だけれども継続的に雇用をされている職員は何人

ぐらいと思われますか。 

○人事課長 

 任用といたしましては臨職の場合は１年間でございます。ちょっと継続的という意味がよく

分からないんですけれども、臨職の場合は任用期間最大で１年でございますので、ご理解いた

だきたいと思います。 

○川上委員 

 例えば保育士に臨時の職員がおられますね。１００人程度おられますか、その方たちが任期

は１年だけども、契約を改めることによって継続的に任用されてる場合があると思うんだけど

も、どのくらいおられますか。 

○人事課長 

 臨時職のいま保育士で任用している部分のお尋ねでございますが、言われるように１００名

程度の臨時職員がいま任用されております。ただ継続的にというふうにおっしゃいましたけれ

ども、雇用につきましては先ほど申し上げましたように１年間という規定がございますので、

任期を切っての任用をしておるところでございます。 

○川上委員 

 もちろん任期を切ってるんでしょうけど、その方たちの中で更新をすることによってね、雇

用契約を改めることによって継続的に仕事をされてる方がおられるでしょう。どれぐらいおら

れますか。 

○人事課長 

 更新というふうに言われますと、またこだわるようでございますけれども、任期を切っての

任用をしております。そういうことで、何というか、任期を切った後、また改めて雇用をする

というような状況のある職員について何人かというふうなお尋ねであれば、いま申し上げまし

た１００人程度の職員の大部分がそれに該当する状況がございます。 

○川上委員 

 ちょっと勉強してきたんだけれども、中野区非常勤保育士雇止事件というのがありましたね。

最高裁で判決が平成１９年１１月２８日に出ております。その中では反復継続して任命されて

きた非常勤職員に関する公法上の任用関係においても、実質面に即応した法の整備が必要とい

うふうに裁判所のほうも述べておることについては、お聞きになったことがありますか。 

○人事課長 

 その分につきましては承知をしております。それで先ほどから申し上げますように１年間と

いうふうに申し上げておりますが、地方公務員法の規定がございまして、原則としましては臨

時職員については６ヵ月の任用というのが最大限でございまして、それに特別な事情がある場

合については１回に限り更新をすることができるという規定がございまして、１年間というふ

うなご説明をさせていただいております。飯塚市ではそういうふうな裁判事例もございますこ

とから、６ヵ月ごとの任用を更新しておるところでございます。 

○川上委員 

 製造業の大企業がそれに似たことをやってるんですね。国会でも千葉市のことが取り上げら
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れて議論になってることがあるんですよ。そういう中で、地方自治体の非常勤職員も少なくと

も実質的に継続して雇用され常勤としての勤務形態を有する場合は、育児休業及び看護休暇を

取得できるよう、地方公務員の育児休業等に関する法律の改正も含めて適切な措置をとること、

こういったことが日弁連から総務大臣に勧告されてるわけですね。これも国会の中でも紹介さ

れておるんだけど、こういったことはご存知ありませんか。 

○人事課長 

 日弁連からの申し入れというのは初めて聞いております。 

○川上委員 

 そこで最初の対象のほうに戻りますけれども、対象が約１,０００人と言われました。３０代

以下の職員は何人ぐらいおられますか。 

○委員長 

 暫時休憩いたします。 

休 憩 １０：１０ 

再 開 １０：１０ 

委員会を再開いたします。 

○人事課長 

 ３０代以下の職員ですが、概数でございますけど約１００名程度ということでございます。 

○川上委員 

 そうすると、例えばですけども約１００人おられる臨時の保育士さんの中には３０代以下は

何人おられますか。 

○人事課長 

 申し訳ございません。いま申し上げましたのは定数内職員でございまして、臨時職員の年齢

については現在掌握している資料を持ち合わせておりません。 

○川上委員 

 人事課以外で分かる課は見えてないですか。 

○委員長 

 暫時休憩いたします。 

休 憩 １０：１２ 

再 開 １０：１２ 

委員会を再開いたします。 

○人事課長 

 申し訳ございません。先ほど定数内職員の３０代以下の職員の分で１００名程度というふう

に申し上げましたけれども、これちょっと区分のほうがですね、市外在住の職員だけを見てお

りましたので約３００名が在職しております。 

○川上委員 

 臨時の保育士さんの年齢の関係は分からないということなんだけど、年配の方が多いですか、

若い方が多いですか。 

○人事課長 

 傾向といたしましては、若い方、２０代、３０代が多いかというふうに見ております。 

○川上委員 

 既婚かどうかということもあるかもしれませんけども、大体は臨時の職員の皆さんの方がと

いうふうに言いきってしまうとどうかと思うんだけど、様々な労働条件の厳しさは大きいわけ

ですね。そういう方々のことについて、皆さんのほうでは、法律は法律でしょうけども、今回

条例改正にあたってどういう検討をされたか、されていないかお尋ねしたいと思います。 

○人事課長 
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 ただいまのご質問、要は非常勤なり臨時職員についての育児休業についての適用ということ

を市として独自に考えたことはないのかというご指摘かと思いますけれども、私ども現在の考

え方といたしましては、法的な部分につきましても除外の規定が置かれていると、また現実的

な対応といたしまして、これらの非常勤職員という部分につきましては、職員の配置につきま

して何がしかの理由で緊急に補充をする必要があるというようなこと、また職員の採用につい

て、そこで補充ができない理由がありまして臨時に任用しておる状況がございますので、その

職員に対して例えば育児休業を認めるということになりますと、またその代替の措置のために

臨時になり、非常勤の職員を配置する必要があるということになりますので、現状では非常に

難しいというふうに判断をいたしております。 

○川上委員 

 いま判断したんですか。この条例改正を上げるときに検討したかとお尋ねしたんです。検討

していないわけですか。 

○人事課長 

 先ほど申し上げましたように検討はしております。これについて考えられないかということ

は、法律の改正前にも私どもも検討したことございますけれども、いま申し上げましたように、

また代替の職員が必要ということになりますと、この制度を置く意味があるのかということに

なりますので、その適用については見合わせておるところでございます。 

○川上委員 

 最初に言えばよかったんだけども、私はこの条例改正は一部前進と思いますので、賛成した

いと思ってるんです。それ言ってしまうと質問がしにくいのであれなんだけども、２つのこと

を申し上げたいと思うんですね。市長にも聞いていただきたいんですが、臨時の仕事をするた

めに臨時職員という方がおられるんだけれども、臨時でない仕事を臨時職員にあなた方はして

もらってるでしょう。本来、そういう配置になっている職員は、正規職員にすべきなんですね、

地方公務員法上も。特に保育士の仕事というのは、臨時を超えてるでしょう、今。ほぼ半数が

臨時職員ですよ、保育士で。２、３人少ないぐらいですよ、正職よりは。所長さんを除くとね、

臨時の方が多いんですよ。特に頴田と筑穂は臨時職員の方が多いじゃないですか。臨時である

はずがないんですよね。しかも反復継続的に雇用してるでしょう。だから、最高裁はそういう

場合は、実態に即したものの考え方をするべきではないかということを判決の中で言ってるわ

けですね。このことを重く受けとめなければならんと思うんですよ。本市も行財政改革のやり

方が、法の趣旨、本来の公務員の働き方に沿った行革になってるかどうかということも考えな

いといけないんですが、法律がそうなってるからできないんだということはないんですよ。先

ほど千葉のことを少し言いましたけども、千葉市は指摘を受けて非常勤職員も育児休暇がとれ

るようにしておるそうです。私ももう少し勉強したいと思うんだけど、皆さんのほうでも今回

の条例で終わりとせずに、反復的に継続的に任用している職員については正規職員にするよう

努力するとともに、現状において臨時、非常勤職員も必要な方は育児休暇が取れるようにね、

市独自の施策を考えるべきではないかと思います。これは意見を述べたということで、質問を

終わります。 

○委員長 

 他に質疑はありませんか。 

（ 他になし ） 

質疑を終結いたします。 

討論を許します。討論はありませんか。 

（ な し ） 

討論を終結いたします。採決いたします。 

「議案第６７号 飯塚市職員の勤務時間、休暇等に関する条例、及び飯塚市職員の育児休暇
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等に関する条例の一部を改正する条例」については、原案のとおり可決することにご異議あり

ませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

次に、「議案第６８号 飯塚市特別職の職員等の給料の支給の特例に関する条例」を議題とい

たします。執行部の補足説明を求めます。 

○人事課長 

議案第６８号につきまして、補足説明をいたします。 

議案書の１２ページをご覧下さい。本案につきましては、特別職の職員等の給料月額につい

て、それぞれの給与を定めております条例の規定にかかわらず、市長は１００分の１０、副市

長・上下水道事業管理者・教育長はそれぞれ１００分の５を減じた額を支給するよう、特例と

して定めるものでございます。 

なお、特例を適用する期間につきましては、行財政改革第一次実施計画の期間を予定してお

りますが、附則に平成２２年８月１日から施行し、平成２３年３月３１日までと定めており、

平成２３年４月以降につきましては、特例条例の内容や継続の適否について検討の上、次年度

以降、年度毎に改めてご提案させていただく予定にしております。 

○委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

○川上委員 

 この条例の施行を８月１日とした理由をお尋ねします。 

○人事課長 

 この分につきましては、本日委員会のほうに上程をいたしまして、この後採決が諮られるか

と思います。支給基準日というのが、各月の１日というふうに定めておりますので、条例を施

行した場合の直近の基準日が８月１日でございますので、そのように規定をさせていただいた

わけでございます。 

○川上委員 

 臨時議会が先だってあったわけですね、新しい市長が決まって。臨時議会に、対象が少し違

うかもしれませんけども、同趣旨の条例を出さなかったのはなぜですか。 

○人事課長 

 ただいまご説明いたしましたように、市長を始めとする常勤の特別職全職員に適用するもの

でございますけれども、ご承知のとおり臨時議会にてその就退任ということが出てまいりまし

た。臨時議会でご議決をいただきました後、前任者の任期が５月の１７日までということで、

その任期の期間がございましたことから、その前に臨時議会で減額条例を出すということも次

に適用される方が就任をしない時期に先行して決めるというか、私どもが上程をするというの

もいかがなものかということで判断をいたしまして、本日に至っております。 

○川上委員 

 いかがなものかというところね、何を考慮したのかお尋ねします。 

○人事課長 

 いま申し上げましたように、後任者に適用する、しかも条例で規定をしております給与の額

を減ずるというような不利益処分を行うわけでございますから、これにつきましては新体制に

なって改めて諮り、そこで意思決定をしていただく必要があるということから申し上げており

ます。 

○川上委員 

 市長の場合は、自分が提案するわけだから、異存はないわけでしょう。上下水道事業管理者、

教育長、１００分の５の減額が自分がなる前に決まってしまうというのがおかしいんじゃない
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かという言い方なんでしょ。皆そう思うわけでしょ。ならなきゃいいじゃないですか、１００

分の５のカットが嫌なら。給料だって最初から決まってるじゃないですか。行革やってるのも

はっきりしとるやないですか。それぞれ就任のあいさつで齊藤２期市政を支えるとか言ってる

でしょ。行革やってるのは分かってるじゃないですか。１００分の５のカットを初めて言って

るわけじゃないでしょ。ずっと継続的にやってるじゃないですか。何をいかがなものかと考え

たのかね、今の説明では分かりにくいですね。もう少し説明できますか。 

○人事課長 

 今ご指摘ございますけれども、これについてはご説明するまでもないかと思いますが、今年

市長選挙が行われるということから、私どもといたしましても２通りの考え方がございました。

１つは、行財政改革の計画の中でこの特例というか、特別職の減額を行っておりますので、そ

れについては市長選挙ということは考えずに継続してもいいのではないかということで、仮の

話でございますが、ことしの３月議会、市長選挙が始まる前でございますけれども、それを上

程をさせていただくというふうな考え方もございました。ただし、市長選挙について対抗馬も

出たということでございまして、この特例条例につきましてそれを行革の計画だからというこ

とで上程するものなのかどうかということを検討した結果、選挙の結果を見て上程をすべきだ

ろうということで見送っております。でございますので、先ほど申し上げましたように、新た

な常勤の特別職全員がそろった中で、この分の減額条例の提案というものをどうするかという

ことを決めていただきまして上程をしたということでございます。 

○川上委員 

 これはそれぞれの幹部が不始末をしでかしてペナルティをかけてるわけじゃないんですよ。

行財政改革でしょう。６月１日から施行していた場合と８月１日か施行する場合と額的にはど

れぐらい影響ありますか。 

○人事課長 

 この減額に伴います影響額というのを１ヵ月当たりでございますけれども・・・ 

○委員長 

 暫時休憩いたします。 

休 憩 １０：２８ 

再 開 １０：３０ 

委員会を再開いたします。 

○人事課長 

 すみません。ちょっと手元のデータのほうがおかしかったもんですから、いま計算をやり直

しましたけれども、２ヵ月分ということになりますので、４２万６０００円の影響がでるとい

うふうに考えています。 

○川上委員 

 昨年ごみ袋を値上げしましたね。旧飯塚の場合は合併のときに値下げになったんですよ。そ

のときは持ってる７００円の袋はそのまんま還元もせずに批判が出たでしょ。値上げしたとき

はシールを貼らせて張ってないのは置いて行くと、なぜかと、見せしめですと言ったんです。

そんなひどいことも行革の名でやってきているわけですよ。それから行革とは言わないかもし

れないけども、市の職員の人事評価を人材育成という名前で導入して、民間会社に頼んで、Ｓ

とかＡとかＢとかＣとかレッテルを押しつけて、そしてその５,０００円カットしてみたりして

それをプールしてＳに少し回すとか、そんなことを今やってるわけでしょう。市民と職員には

非常に厳しいあなた方の行財政改革ですよ。同じ行財政改革の一環としてやっている市の最高

幹部の行財政改革がこんなに甘くていいんですか。市長どうお考えですか。 

○総務部長 

 人事課長もるるご説明申し上げましたけれども、甘いということではなく、選挙という中で
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新体制後に決定させていただこうということでさせていただいておりますので、ご理解のほど

よろしくお願いいたします。 

○川上委員 

 おそらく多くの市民、それから市職員は理解しないと思います。市長は先だって、昨年にな

ると思いますけども、元の議員から職員給与を削減するべきではないかという、私はびっくり

したんですが、そういう質問が出た。それに対して市長は仕事をよくする職員には自分と同じ

ぐらい給料をやりたいと答弁されました。しかし市民に迷惑をかける職員はそれなりに考える

ということを言われた。自分の給料がいま言ったようにカット時期が遅れたというふうには思

われませんか。 

○総務部長 

 先ほどご説明いたしましたように、選挙後という中での決定でございますので、ご理解のほ

どよろしくお願いいたします。 

○市長 

 給与の議会の開催そういう流れの中でやったことだと思ってます。私自身のことに関しては

別にいいんですけれども、他の特別職に対してですね、やはりその辺の同意はもう当然の分か

りきったことだから、その給与が５％下がるのが嫌だったら受ける必要がないじゃないかとい

うような発言は、これはもう暴言じゃないかと私は思うんですね。だから給与だけのことで特

別職になったとは思ってません。やはりそこに責任の重さとかいろいろなことがあるから、そ

れに対してはやはり議会の皆さんの同意ももちろん得た中での給与減という形、また本人にも

私はそのことに対しては申し訳ないけどといったお願いをするわけでございますので、私はこ

の件に関しては別に事務処理的な形の流れの中で、行革とはいうものの事務処理的な流れの中

で進めていったものだと理解しておりますので、特別にその件に関して疑問を持っているわけ

ではございませんし、また市民が怒るほどの問題ではないと思います。 

○川上委員 

 市長それはね、鈍感ということですよ。先ほど暴言だと言われた。何が暴言ですか。何が暴

言かと言ったわけですよ。自分が市長に求められて市の責任の一端を担おうと、市政運営の責

任の一端を担おうと、市民に対する責任を果たそうと、任期中はがんばろうという決意をした

わけでしょう。あるいは促したわけでしょう。齊藤市長の行財政改革の方針は１００も承知じ

ゃないですか。その方々が事前に今までと同じように５％カットされて嫌だというならおかし

いでしょう。私は特別職が給料をもらうためだけに働いてるとか言ってませんよ。それが嫌な

ら辞退するという選択もあるんですよ。これが暴言ですか。当然のことじゃないんですか。 

○市長 

 例えば行財政改革の流れにあって、そこにそれだけの数字をね、給与に対する数字を認めな

いというようなことに対して、その市政に携わる特別職の一員にあるべき姿じゃないじゃない

かというようなことに関しては、私はそれは間違いだと、いくら行財政改革の流れの中であっ

たとしても、給与の５％というものはその個人に対する問題であって、私自身が問題なら別だ

けれども、その特別職の３人に対してですね、そういうことは理解しているわけだから、それ

が理解できないのなら受けるなというのは、私は暴言だということを言ってるわけです。 

○委員長 

 暫時休憩いたします。 

休 憩 １０：３７ 

再 開 １０：３８ 

委員会を再開します。 

○川上委員 

 その方がいないときに決めるということじゃないんですよ、その方は任命されてないんだか
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ら。臨時議会で決めておれば特定の個人の給料カットするとか、不利益をだれかに押しつける

ってことじゃないんですよ、決まってないんだから。今ここで決めることのほうが、市長が出

された議案ですけど、これは具体的に今の副市長、それから上下水道事業管理者、今の教育長

この方たちに不利益を押しつけることなんですよ。でも臨時議会で議案出しておれば、それは

特定されない役職に対する減額だから、言ってることはよく分かるでしょう。だから暴言とか

いうのは、市長がおかしいわけです。それともう１つ、自分のことなら分かるけどと言われま

したね。言われたでしょう。自分のことなら分かるけどと。分かるならなぜ臨時議会で市長の

給与カット１０％を出さないんですか。何で２カ月も遅れて出すんですか。自分のことが分か

るんだったら臨時議会で出してもいいでしょ。初めてのことじゃないんですもの。行財政改革

を加速するというに書いているじゃないですか、あなたの公約で。なぜ市長は自分のことにつ

いて５月臨時議会で出さなかったんですか。答弁を求めます。 

○総務部長 

 何度も申しておりますけれども、選挙後の新体制の中で意思決定をした上でですね、議案と

いう形でお願いをしていこうというふうに考えて、こういう事務処理をしてまいったわけでご

ざいますので、ご理解のほどよろしくお願いいたします。 

○川上委員 

 もう一度市長の答弁を求めますけれども、答弁がないんだったら、もう答弁ができないとい

うことになります。市長、答弁できませんか。 

○委員長 

 暫時休憩いたします。 

休 憩 １０：４０ 

再 開 １０：４１ 

委員会を再開いたします。 

○市長 

 事務手続が遅れたという流れの中の一つだという認識の中で、臨時議会に上げなかったこと

に対しては、質問者の言われることも一理あると思います。私自身のこの条例に対するとらえ

方を、質問者の立場からいえばもう少し認識が足らなかったんじゃないだろうかということだ

ったと思います。そういう意味では遅れたことに対してはお詫びをいたします。しかし事務的

職員に対してですね、そういうことに対して早くやらないかということに対して私自身は職員

に対する行為の遅れに対しては、質問者が言われているようなところまでの認識はなかったこ

とは確かですけれども、自分自身としてこの上げ方に対してはご理解をよろしくお願いいたし

ます。 

○委員長 

 他に質疑はありませんか。 

（ 他になし ） 

質疑を終結いたします。討論を許します。討論はありませんか。 

○川上委員 

 私は議案第６８号に対しては賛成です。しかしながら、質問でも申しましたけれども、市民

に冷たく職員には厳しい行財政改革を進めている中で、幹部が率先垂範という趣旨でやってい

るということのようですけれども、その率先垂範は出し遅れと、だから行財政改革のやり方が

逆立ちしてるとずっと言ってきましたけど、その一つの表れがここに出ておるんではないかと

いうことを指摘しておきたいと思います。 

○委員長 

 他に討論はありませんか。 

（ 他になし ） 
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討論を終結いたします。採決いたします。 

「議案第６８号 飯塚市特別職の職員等の給料の支給の特例に関する条例」については原案

のとおり可決することにご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

次に、「議案第６９号 飯塚市税条例の一部を改正する条例」を議題といたします。執行部の

補足説明を求めます。 

○課税課長 

「議案第６９号 飯塚市税条例の一部を改正する条例｣につきまして、補足説明をさせていた

だきます｡ 

議案書の１３ページをお願いします。１３ページから１９ページまで条文、２０ページから

２６ページまで新旧対照表でございますが、内容の説明は省略させていただき、今回の主な改

正についてご説明いたします。 

最初に、住民税関係でございます。扶養申告書に関することでございます。所得税法改正に

よりまして、１６歳未満の年少扶養控除の廃止等が行われることにより、対象者については、

所得税での扶養申告が必要ではなくなりますが、個人住民税の扶養控除等の全体像をご覧くだ

さい。この改正につきましては、地方税法改正のみで完了となるため、今回の市税条例改正に

は適用はございませんが、参考資料といたしまして提出させていただいております。一番下、

横に左から右に１５．１６．１８．１９と年齢でございますが、１６歳未満までの扶養控除 

３３万円が廃止になります。また、１６歳から１９歳未満までの特定扶養控除上乗せ分１２万

円が廃止になります。 

この改正で１６歳未歳までの扶養控除の申告は不要となりますが、個人住民税の非課税限度

額制度の判定基準や、福祉施策等において情報を把握する必要があり、従前のとおり申告書の

提出義務を規定するものでございます。施行は平成２３年１月１日でございます。 

次に、個人投資家の株式市場への参入促進の観点から、小額上場株式等に係る配当所得及び

譲渡所得に対する非課税措置を講じるものであります。非課税口座内の譲渡所得等非課税措置

の創設という資料をお配りしておりますので、併せてご覧ください。 

年間１００万円までの新規の株式投資について、３年間、合計３００万円までを上限として

非課税とするものであります。具体的には平成２４年から平成２６年までの各年において、金

融商品取引においての非課税適用を受ける株式投資用の口座を開設した場合、その口座での取

引について、投資に係る配当及び譲渡益が１０年間非課税となるものです。施行は平成２５年

１月１日であります。 

次に、たばこ税の税率の改正でございます。たばこ税につきましては、国民の健康増進の観

点から、たばこの消費を抑制するため、将来に向かって税率を引き上げていく必要があるとの

方針に沿って、今回、たばこ１,０００本につき３,２９８円を４,６１８円と１,３２０円の増、

旧３級品も同じく１,０００本につき１,５６４円を２,１９０円と６２６円の増となるもので

ございます。小売価格では１箱２０本入り１００円程度の値上げの見込みでございます。旧３

級品とは、専売制度下において３級品とされていた紙巻たばこを言います。施行は平成２２年

１０月１日でございます。 

○委員長 

説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

○川上委員 

この矢印のある資料を見ると分かりやすいかなと思いますけれども、１６歳未満の年少扶養

控除の廃止はどういう理由で行われたんでしょうか。 

○課税課長 
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所得税の改正でございますが、子ども手当の支給が始まったことによるものと考えておりま

す。 

○川上委員 

 それは財源にするという意味ですか。 

○課税課長 

 財源と申しますか、手当が始まることによりまして税の観点からその分についての控除は外

すという政府の考え方だと思っております。 

○川上委員 

 今の話だと、右手で、左手でもいいんだけど、子ども手当はやるけれども、片方で増税です

よということなんですね。１６歳から１９歳未満までの特定扶養控除上乗せ分の廃止の理由も

同様ですか。 

○課税課長 

 同様だと思っております。 

○川上委員 

 要するに、子ども手当の財源に庶民増税をもって充てたという面がひとつあるわけですね。

それで、この廃止によって全国的には平年ベースで４５６９億円増税になるという試算が国の

ほうであるわけですね。これは過去最大規模なんですね。本市での影響額はどの程度ですか。 

○課税課長 

 あくまでも概算でございますが、平成２１年で申しますと、１６歳未満につきましては扶養

控除３３万円の廃止、対象者は約１５,０００人でございます。税額にいたしますと。２億９７

００万円、それから１６歳から１９歳未満の扶養控除３３万円の上乗せ部分１２万円の廃止で

ございますが、対象者は約３,０００人、税額にいたしますと２１６０万円でございます。合計

で３億１８６０万円程度と見込んでおります。 

○川上委員 

 少し入り込んでいくかもしれませんけども、これによる税の負担増と子ども手当の支給を比

べると負担のほうが大きくなるというようなご家庭はありますか。 

○課税課長 

 今の状況では、そういう該当については試算しておりません。 

○川上委員 

 生じるんですね。生じることを国は承知なんだけども、是正措置をまだ取りきっていないと

いうことです。そういうことが今度の条例改正のベースにあるということですね。 

質問を終わります。 

○委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

（ 他になし ） 

質疑を終結いたします。討論を許します。討論はありませんか。 

○川上委員 

 私は議案第６９号に反対の立場から討論をいたします。今回地方税法の一部改正による年少

扶養控除の廃止、特定扶養控除の上乗せ部分の廃止の影響は全国で４５６９億円、過去最大規

模の増税になるわけです。本市における影響額は、約３億１８００万円を試算されております。

生活苦にあえぐ住民にさらに重荷を押しつけるものだと思うわけです。今回の増税は子ども手

当の財源ともされていますけれども、庶民増税を財源にするやり方には批判もあります。さら

にその子ども手当の制度設計そのものが動揺している中で、来年度以降続くのかということも

含めて動揺してるわけですが、増税だけは恒久化すると、恒久的に進めるというのでは、住民

にとってはたまらないということだと思うんですね。それで個人の市民税に関する扶養親族申
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告書については、この増税措置に伴うものであって、私はこの本議案を認めることができませ

ん。以上で討論を終わります。 

○委員長 

 他に討論はありませんか。 

（ 他になし ） 

討論を終結いたします。採決いたします。 

「議案第６９号 飯塚市税条例の一部を改正する条例」について、原案のとおり可決するこ

とに賛成の委員は挙手願います。 

（ 挙手、賛成多数 ） 

賛成多数。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

暫時休憩いたします。 

休 憩 １０：５５ 

再 開 １１：０５ 

委員会を再開いたします。 

「議案第７２号 専決処分の承認（平成２１年度飯塚市一般会計補正予算（第８号））」を議

題といたします。執行部の補足説明を求めます。 

○財政課長 

議案第７２号 専決処分の承認につきましては、地方自治法第１７９条第１項の規定に基づ

き専決処分をいたしましたので、報告を行い、承認を求めるものであります。 

配布いたしております平成２１年度補正予算資料をお願いいたします。 

１ページをお開きください。今回の補正は、表の下に記載いたしておりますように、地方交

付税、市債等の確定に伴い補正を行うものでございます。 

２ページの補正予算の概要についてご説明いたします。まず歳入でございますが、特別交付

税の額が確定したことにより、５億５６７８万６千円を追加いたしております。 

国庫支出金では、水道事業会計での実施事業が地域活性化・公共投資臨時交付金の対象事業

となったため追加するもので、交付額と同額を水道事業会計へ補助金として支出するものであ

ります。 

地域活性化・きめ細かな臨時交付金につきましては、内示額が増額されたことにより補正す

るもので、歳出で各所道路橋りょう改良工事および各所体育施設改修工事を追加し、平成２２

年度に繰り越して実施するものでございます。 

市債につきましては、事業費の確定等により補正するものであります。 

以上の補正により、財政調整基金繰入金を６億２２７５万１千円減額することで財源調整を

いたしております。今回、補正後の繰入金予算額は５億１４８３万４千円となります。 

歳出につきましては、歳入でご説明しましたように、国庫支出金の交付決定に伴い各事業費

を追加するものでございます。 

繰越明許費の補正は、飯塚こ線橋補修工事負担金以下３件につきまして、年度内の事業完了

が見込めないため、追加するものであります。 

また、茜屋線道路改良事業以下３件につきましては、平成２１年度事業費の支出予定額の変

更及び国庫支出金の追加交付により変更を行うものでございます。 

○委員長 

 説明が終わりましたので質疑を許します。質疑はありませんか。 

○川上委員 

 補正予算書の６ページ、歳入の地方交付税、特別交付税が５億５６７８万円余ということな

んですけれども、この額の内訳がどうなっておるか、お尋ねします。 

○財政課長 
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 特別交付税につきましては、普通交付税と異なりまして算出基礎というのが明らかになって

おりません。国の交付税総額の６％が特別交付税として交付されますもので、それの配分とい

うことで、中身の算定の内訳については承知をいたしておりません。 

○川上委員 

 前年と比べた増減はどうでしょうか。 

○財政課長 

 本市の対前年度の特別交付税の増減でございますが、２.８％前年よりも増加いたしておりま

す。 

○川上委員 

 ２.８の伸びというのは、全国あるいは県下と比較するとどういう位置にあるのか、またそれ

をどのように評価するのかお尋ねをします。 

○財政課長 

 特別交付税の全国都市の分の伸び率でございますが、全国では２.２％増加しております。福

岡県では２.６％増加しておりますので、本市はその伸びを上回っています。本市の特別交付税

につきましては、当初合併による加算が平成２０年度までありましたが、それが２１年度なく

なりますので、その分をかなり減額交付されるのではないかというふうに予算上で見ておりま

したが、全国平均を上回っておりますのは、昨年７月末の豪雨災害の関係の分の経費が今回の

交付に加味されたのではないかというふうに判断をしております。 

○川上委員 

 私は税金がこのように地方公共団体に来るんだけども、その税金の使われ方として算出根拠

が分からないと、国から来るお金が、というのは非常によくないと思うんですね。皆さんもご

苦労されてるんじゃないかと思うんだけど、国のほうにこのお金の額は、なぜこの額なのかと、

教えてくれというふうに言ったらどうなりますかね。 

○財政課長 

 私どもでも、言われるように算定の次年度の予算編成とかそういったものの参考にするため

に内訳等のお尋ねは県のほうにしておりますが、県のほうでも詳細は分からないということで

回答を伺っております。 

○川上委員 

 県に聞くからですよ。自治財政局に聞いたらどうですか、総務省の。どうしてかと。 

○財政課長 

 私のほうは、県のほうが交付税関係の取りまとめというか、そういったのをしていただいて

おりますので、市町村支援課のほうに問い合わせをしたいと思っております。 

○川上委員 

 お金の出所は国なんでしょ。中間で取りまとめする県があると。そこに聞いて分からないで

しょう。分かるならそれでいいですよ。分からないなら、分かるところまで聞いたらどうなん

ですか。なぜ分からないのかは福岡県には聞かないといけないけど。いずれにしても、恐らく

災害があったから他の伸びより多いんじゃないかとかね、そんなことを勝手に推測しても仕方

がないわけですよね。なぜこの程度なのかと、こんなに地方苦しんでるのにどうなってるのと

いうことを私はきちんきちんと、県でだめなら国に聞いて明らかにしてもらうという運動を全

国的にする必要があるんじゃないかなと思いますので、その点を意見を述べておきたいと思い

ます。以上です。 

○委員長 

他に質疑はありませんか。 

（ 他になし ） 

質疑を終結いたします。討論を許します。討論はありませんか。 
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（ な し ） 

討論を終結いたします。採決いたします。 

「議案第７２号 専決処分の承認（平成２１年度飯塚市一般会計補正予算（第８号））」につ

いては、原案のとおり可決することにご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

請願について、話し合いをしたいので暫時休憩いたします。 

休 憩 １１：１５ 

再 開 １１：２１ 

委員会を再開いたします。 

次に、「請願第１８号 くらし支える行政サービスの拡充を求める請願」を議題といたします。

質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

おはかりいたします。本請願は、慎重に審査するということで、継続審査といたしたいと思

いますが、ご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって本請願は、継続審査とすることに決定いたしました。 

おはかりいたします。案件に記載のとおり、執行部から、２件について、報告したい旨の申

し出があっております。報告を受けることにご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、報告を受けることに決定いたしました。 

「飯塚市慣行等の取扱いに関する検討について」、報告を求めます。 

○総務課長 

「飯塚市慣行等の取扱いに関する検討について」、ご報告いたします。本市における市の花、

木、花木、市民表彰制度、名誉市民等、いわゆる慣行等の取扱いにつきましては、平成１８年

の１市４町合併協議におきまして合併後の新市において検討、制定することとされておりまし

た。合併後５周年となる今年度中の制定を目指して、このたび検討を開始することといたしま

した。スケジュールといたしましては、本議会におきまして関連予算が議決されれば、８月に

第１回目の検討委員会を開催し、その後市民アンケート等を実施したのち、本年中に素案を作

成、パブリックコメント等を経て、来年２月を目処に制定しようとするものです。検討委員会

には飯塚市自治会連合会代表を始め、各種団体及び公募市民等からご参加をいただき、花、木、

花木等の検討部会及び表彰制度、名誉市民等の検討部会の２部会に分かれて、検討を進めてい

きたいと考えています。 

○委員長 

報告が終わりましたので質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。本件は報告事項でありますので、ご了承願います。 

次に、「平成２１年度タウンミーティングの意見に対する対応状況について」、報告を求めま

す。 

○総合政策課長 

「平成２１年度タウンミーティングの意見に対する対応状況について」、ご報告いたします。

昨年度実施いたしましたタウンミーティングにおきまして、参加者から出されました意見及び

アンケートに対しまして、本年３月時点での市としての対応状況をまとめましたので、報告す

るものでございます。会場における意見が１７６件、アンケートによる意見が３０５件、合計

で４８１件の意見をいただきましたが、内容の説明は省略させていただきます。なお、この概
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要につきましては本日の報告終了後に各支所、公民館などに配置いたしまして、市民の皆様に

読んでいただくとともに、市報やホームページでも掲載する予定でございます。また、いただ

きました意見等は今後の施策に反映するよう努めてまいりたいと考えております。なお、本年

度につきましては、これまで開催してきました市民を対象にいたしましたランチミーティング

を主に、自治会長等との懇談会を行う予定にしております。 

○委員長 

報告が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を集計いたします。本件は報告事項でありますので、ご了承願います。 

以上をもちまして、総務委員会を閉会いたします。お疲れ様でした。 


